
第 6次市役所事務機構研究会 現地調査先の候補（案） 
 

 調査項目 調査先 備考 

論
点
1 

首長アンケートに見る社会環境の変化 

茨城県 つくば市 「市長公約事業のロードマップ」の策定 

岐阜県 関市 「市長マニフェスト推進計画」と総合計画の整合性確保 

香川県 高松市 「市長マニフェストに関連する施策の進捗状況」の整理・公表 

熊本県 熊本市 マニフェストに対する公開検証会の開催 

京都府 舞鶴市 重点項目の自己採点と公表 

大分県 竹田市 移住促進の取り組み（農村回帰宣言市、総合サポートセンターや農村回帰推進室の設置） 

地方分権改革の評価と今後の展望 愛知県 豊田市 地方分権の提案を人材育成と関連づけて積極的に行っている 

論
点
2 

都市自治体の意思決定過程 山形県 酒田市 まちづくりシミュレーションゲームＳＩＭも活用した対話を通した市民参加型の総合計画の策定。 
総合計画の策定における住民参加（「総合計画未来会議」）。 

住民－都市自治体関係の変化 

長野県 飯田市 公民館を拠点とした住民と職員の協働による自治と多様な人材育成（教育委員会 公民館）。 

滋賀県 東近江市 SIB（ソーシャルインパクトボンド）を活用したコミュニティビジネス支援（総務部まちづくり協働課）。 

（一財）日本民間公
益活動連携機構※ 

休眠預金等活用によるあらたな NPO 助成。自治体と多様な民間公益活動団体とのあらたな連携モデルの構築をさぐる
（ソーシャルビジネス形成支援プログラムを助成分野に想定）。 
※休眠預金の指定管理団体（今年 1 月に指定）。オフィス所在地は東京都千代田区。 

論
点
3 

都市自治体の総合行政と計画行政 
岩手県 滝沢市 独自の総合計画体系（基本条例－基本計画－地域社会計画等） 

熊本県 熊本市 指定都市における計画行政（総合計画・総合戦略・震災復興計画） 

論
点
4 

市役所事務機構の効率化と合理化 
愛媛県 西予市 民間等との連携による窓口の空間最適化等 

（平成 28年度総務省業務改革モデルプロジェクト事業委託団体） 

静岡県 掛川市 地方独立行政法人制度を活用した窓口業務改革 
（平成 30年度総務省業務改革モデルプロジェクト事業委託団体） 

都市自治体の評価と統制 

神奈川県 横浜市 行政不服審査の審理員として弁護士（非常勤職員）を委嘱する取組み 

人事行政（非常勤職員、任期付職員の活用）
にも関連 

兵庫県 明石市 常勤弁護士の採用による法律相談の実施、法令順守の推進 

岡山県 赤磐市 常勤弁護士の採用による法令順守の推進 

神奈川県 厚木市 市民参加型外部評価（無作為抽出による外部モニターの活用） 

熊本県 熊本市 広域連携による行政不服審査会の共同設置 

都市自治体職員の確保・育成 
 …採用、定員管理、研修・人材育成など 

大阪府 寝屋川市 
働き方改革、特色ある人事評価、厳格な定員管理 
※奈良県生駒市も採用試験に興味深い取組みがあるため、セットで調査できるとよい。 

福岡県 福岡市 AI 活用による行政事務の効率化に係る実証実験（「Fukuoka AI Community（福岡 AI コミュニティ）」）、働き方改革 

論
点
4・6 

都市自治体職員の「働き方改革」と技術革新 
 …職員形態の多様化、働き方改革など 福島県 会津若松市 総務省「課題解決型自治体データ庁内活用支援事業」：職員勤務状況の分析による働き方改革の促進 

論
点
5 

公共サービス提供主体の多様化 
千葉県 流山市 アウトソーシングプラン、業務委託に関する基準等の策定 

大阪府 大阪市 マルチパートナーシップ（多様な主体の協働）の推進 

論
点
6 

技術革新がもたらす都市自治体行政の変化 
愛媛県 西予市 ICT を活用したオフィス改革（デザイン経営工学、社会心理学、リノベーションの専門家と連携協定） 

福井県 鯖江市 ICT に関する取組み（「データシティ鯖江」、オープンガバメントほか） 

総
括 

超高齢・人口減少社会における市役所事務
機構の展望 

 

 

その他 

 北海道 札幌市 オープンデータやビッグデータを活用するためのシステム基盤及び産学官の連携体制を確立するた
め、「札幌市 ICT 活用プラットフォーム検討会」を設立 

 埼玉県 所沢市 「ゼネラルマネージャー（「総合的に取り組む重点課題」の施策を担任する部長職）」の設置による
共通する課題を個別の政策や組織にとらわれずに、相互に連携、協力して課題の解決や実現 

 東京都 港区 総合支所を中心とした区政運営 

 愛知県 高浜市 市役所庁舎を 20年間の民間賃借 

 兵庫県 神戸市 「予算編成型政策会議」の導入による財政部門の「働き方改革」推進 

 兵庫県 川西市 予算編成・政策形成プロセスの公開 

 大分県 大分市 議会改革、議会における政策立案の強化（「議員政策研究会」） 

 
中海・宍道湖・大山
圏域市長会 

中海・宍道湖・大山圏域の構成市（米子市・境港市・松江市・出雲市・安来市）の行政上の共通課
題等について連絡調整を行い、圏域の総合的・一体的な発展の推進。［第 32 次地方制度調査会現地
調査先］ 

 


